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Ĥ 本工事は、『「公共工事の品質確保に関す
る新たな取組」の試行運用について』（Ｈ
18. 5.16国九整契第51`２号他）に基づき、
低入札価格調査制度調査対象工事に対する取
り組みを行う試行工事である。（入札説明書参
照）

Î 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合は、工事の監督補
助並びに安全対策を目的として、工事現場に
モニターカメラを設置するものとする。なお、
モニターカメラの設置費用については、工事
の監督補助として活用するものについては発
注者が負担するが、工事現場内の安全対策と
して活用するものについては受注者が負担す
るものとする。

Ĵ 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合は、ビデオ撮影に
より不可視部分の出来形管理を行うものとす
る。
なお、ビデオ撮影した映像については、監
督職員へ提出するものとする。

K̂ 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合は、鋼橋上部及び
鋼製橋脚溶接部の品質確保の観点から、工場
製作における完全溶け込み溶接継手部の検査
に対して、請負者の費用により、全数非破壊
検査を実施するものとし、更に、請負者によ
る全数非破壊検査が終了（合格）した溶接継
手部に対して、発注者の費用により、監督職
員等の立会の下、第三者検査機関による非破
壊検査（超音波探傷検査）を実施する。

L̃ 本工事において、中間前金払に代わり既済
部分払を選択した場合には、短い間隔で出来
高に応じた部分払や設計変更協議を実施する
「出来高部分払方式」を採用する。

C̃ 本工事は、「共通仮設費（率分）のうち営繕
費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の
下記に示す費用（以下「実績変更対象費」と
いう。）について、工事実施にあたって不足す
る技術者や技能者を広域的に確保せざるを得
ない場合も考えられることから、契約締結後、
労働者確保に要する方策に変更が生じ、土木
工事標準積算基準書の金額相当では適正な工
事の実施が困難になった場合は、実績変更対
象費の支出実績を踏まえて最終精算変更時点
で設計変更する試行工事である。
営繕費：労働者送迎費、宿泊費、借上費（宿

泊費、借上費については労働者確保
に係るものに限る。）

労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃
金以外の食事、通勤等に要する
費用

` 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に配置できること。
なお、建設業法第26条第３項及び建設業法
施行令第27条第１項に該当する場合は、当該
技術者は専任でなければならない。
{ 建設業法第７条第２号または第15条第２
号に掲げる者であること。

| 平成11年度以降に、元請けの技術者とし
て、工場製作の配置予定技術者は、上記_

のÊ及びËに掲げる同種工事の経験を有す
る者であり、架設工事現場の配置予定技術
者は、上記_のÊ～Ìに掲げる同種工事の
経験を有する者であること。（共同企業体の
構成員としての実績は、出資比率が20％以
上の場合のものに限る。）
但し、一人の主任（監理）技術者が同種
工事の全ての要件を満たさなければならな
い。
また、共同企業体にあっては、構成員の
いずれか１人の主任（監理）技術者が同種
工事の経験を有していればよい。
なお、当該実績が地方整備局が発注した
工事に係る実績である場合にあっては、工
事成績評定通知書の評定点が入札説明書に
示す点数未満であるもの又は工事成績評定
の通知を受けていないものを除く。

} 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

a 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、九州地方整備局長から工事請負
契約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年
３月29日付け建設省厚第91号）に基づく指名
停止を受けていないこと。

b 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある又は特別な提携関係等があ
る建設業者でないこと。

c 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（資本関係又は人的
関係がある者のすべてが共同企業体の代表者
以外の構成員である場合を除く。）。（入札説明
書参照）

D̃ 本工事は、発注者が競争参加資格確認申請
書を提出した者から、本工事の積算に必要な
工事費の一部について見積書を求める工事で
ある。

Ẽ 本工事は、「設計照査付発注方式」の取り組
みを行う試行工事である。

F̃ 設計照査における照査範囲と責任について
は下記に示すとおりとする。
・格子解析を含めた応力計算を伴う構造物の
照査とする。
・照査完了後に生じた受注者の責による不具
合については受注業者が全責任を負う。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者、又は次に
掲げる条件を満たしている者により構成される
特定建設工事共同企業体（以下「特定ＪＶ」と
いう。）であって「競争参加者の資格に関する公
示」平成25年７月30日付け九州地方整備局長）
に示すところにより、九州地方整備局長から福
岡３号 筑後川橋上部工工事に係る特定ＪＶと
しての競争参加資格の認定を受けている者であ
ること。
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71

条の規定に該当しない者であること。
] 九州地方整備局における鋼橋上部工事に係
る一般競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、当該地方
整備局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再認定を受けていること。）。

^ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
]の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

_ 平成11年度以降に、元請けとして次に掲げ
るア）～ウ）の要件を満たす同種工事の施工
実績を有すること。（共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合のも
のに限る。）但し、ア）～ウ）は同一工事とす
る。
Ê 道路橋（Ａ活荷重以上）又は鉄道橋（モ
ノレール及び新交通は除く）であること。

Ë 橋梁形式が鋼連続箱桁橋で、最大支間長
が、55ｍ以上であること。

Ì 架設工法が横取り架設であること。
但し、共同企業体にあっては、すべての構
成員が上記同種工事の実績を有すること。

なお、当該実績が地方整備局が発注した工
事に係る実績である場合にあっては、工事成
績評定通知書の評定点が入札説明書に示す点
数未満であるもの又は工事成績評定の通知を
受けていないものを除く。

４ 総合評価に関する事項等
\ 本工事の総合評価は以下のとおり実施す
る。
Ê 一次審査における審査評価点の算出にお
いては、下記Ò 一次審査項目について、
評価点を評価基準に従って与え、審査評価
点を算出する。（最大得点30•0点）

Ë 二次審査における加算点の算出において
は、下記Ó 二次審査項目について、評価
点を評価基準に従って与え、加算点を算出
する。（最大得点90•0点）

Ò 一次審査
下記１）～３）の項目における審査評価
点の合計の上位10者までを選抜する。ただ
し、10者目の審査評価点が複数いる場合は、
その者全ての者を含む。
また、国内実績のない外国籍企業が国外
での施工実績により参加する場合、九州地
方整備局において競争参加資格を確認の
上、上記２_の同種工事の施工実績として
妥当と判断された場合、選抜者に加える。
１）配置予定技術者の能力
２）企業の施工実績
３）事故及び不誠実な行為に対する評価

Ó 二次審査（指名された者）
一次審査で選抜され、３に示す「指名に
関する事項」により指名された者の中から、
下記６]２）{の期間内に技術提案書を提
出した者を対象に実施する。
１）施工体制（施工体制評価点）
{ 品質確保の実効性：15点
| 施工体制確保の確実性：15点

d 日本国内に建設業法に基づく営業所（一般
競争（指名競争）参加資格審査申請書に記載
された本店又は支店等営業所の住所による。）
が所在すること。

e 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 指名に関する事項
競争参加資格があると認められた者につい

て、工事請負業者選定事務処理要領（昭和41年
12月23日付け建設省厚第76号）第16の指名基準
を踏まえ、４\Òによって得られる審査評価点
の上位10者までを選抜（10者目の審査評価点が、
同数となる者が複数存する場合はそれらの者を
含む。）し、指名を行うものとする。
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